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財団法人 油脂工業会館 

（平成２３年３月３０日 理事会提出） 



平成２３年度 事業計画 

（平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日） 

 

 当財団法人は、油脂工業に関する調査研究への助成、技術・経営の改良等に寄与する優

秀論文の表彰等を行うことにより、油脂工業の健全な発展ならびに国民生活の向上に貢献す

ることを目的に活動を行っており、本年もこれに従って活動する。 

 公益法人制度改革は平成１８年６月に新法が成立し、平成２０年１２月１日より法律が施行さ

れた。施行後５年以内に新法に基づく新法人への移行手続きを完了する必要があり、平成２４

年７月に一般財団法人への移行申請を行うことを目標に準備を進める。 

 

Ⅰ．会議計画 

 

１． 定時役員会 

(1) 平成２３年５月：平成２２年度事業報告(案)及び収支計算書(案)の審議を行う。 

公益法人改革対応関係の審議を行う。          

(2) 平成２４年３月：平成２４年度事業計画(案)及び収支予算書(案)の審議を行う。 

    公益法人改革対応関係の審議を行う。 

２． 審査委員会 

(1) 平成２３年１１月に油脂産業優秀論文の第一次審査委員会を、１２月に第二次審査委

員会を行う。 

(2) 平成２３年１２月に油脂技術優秀論文審査委員会を行う。 

(3) 年１２月に平成２４年度研究助成金授与者の審査委員会を行う。 

 

 

 

Ⅱ.事業計画 

 

１． 油脂工業に関する調査研究への助成（継続）【寄附行為 第４条第１項関係】 

① （社）日本油化学会に対し、学術誌「Journal of Oleo Science」の出版事業を助成する。 

また油化学に関する研究技術奨励のため「Journal of Oleo Science」誌掲載の優秀論

文に対する「エディター賞」受賞者及び若手研究者を対象とした「ヤングフェロー賞」

受賞者に対して研究奨励金を寄附する。 

② 若手研究者の育成を目的とした研究助成制度の２３年度分の助成（３件）を４月に実

施する。２４年度分は６月より８月末まで申し込みを受付ける。 

 



２． 油脂技術及び油脂産業優秀論文の表彰（継続）【寄附行為 第４条第２項関係】 

① 油脂技術優秀論文の表彰は昭和３３年より開始し本年で５５回目を数える。また油脂

産業論文の表彰は昭和４４年から開始し本年で４３回目となる。これらの事業は油脂 

業界関係者の深い関心と理解のもと、業界企業の活性化の一助となっていることはも

とより、広く油化学研究技術の発展ならびに国民生活の向上に貢献している。 

     ２３年度の油脂産業論文は下記の課題テーマで募集する。 

     ・『生物多様性に貢献する油脂産業』及び『自由研究論文』 

 

② ２２年度の入賞者による、第１１回「油脂優秀論文賞受賞講演会」は、１０月１０日に東

京（タワーホール船堀）で行われる世界オレオサイエンス会議(同時開催：日本油化学

会年会)の会場で実施する。同時に研究助成金授与者の研究成果発表についても

本講演会で実施する。 

 

３． 油脂工業に関する普及及び啓発（継続）【寄附行為 第４条第３項関係】 

   （社）日本油化学会との共催事業である「地区講演会」は、高松市・厚木市・静岡市・高

知市の４ヶ所で行う。 

 

４． 油脂工業に関する情報の収集及び提供（継続）【寄附行為 第４条第４項関係】 

① 昭和５４年にスタートした講演会は昨年度で６０回を実施した。各界の著名人を講師

に迎えその時代に相応しいテーマで業界関係者だけでなく幅広い方々へ情報を提

供している。本年も春・秋二回の開催を予定している。 

 

② 油脂業界の中堅社員による「研究会」は今年で１１回目となる。昨年度は、「油脂産業

の未来」という研究テーマで精力的に活動しており、研究成果は研究報告書として業

界関係会社・団体等へ配布し、ホームページでも公開している。この研究会はメンバ

ーの相互啓発・スキルアップにも大いに役立っている。本年も新しいテーマで業界各

社よりメンバーを募集し実施する。 

 

５． 内外関係機関等との交流及び協力（継続）【寄附行為 第４条第５項関係】 

(社)日本油化学会が行う油化学及び油脂工業に関する国際交流事業を支援する目的

で寄付を行う。本年は世界オレオサイエンス会議の開催に対し特別寄附を行う。 

 

６． 会館の管理運営（継続）【寄附行為 第４条第６項関係】 

    昨年度の大型工事は、ビル南面・東面のモルタル外壁の補修及び南・東面のアルミサ

ッシ窓の更新、個別空調機増設（４か所）、玄関自動ドアー設置等の工事を行った。今年

は昭和通り側、第一三共ビル側のアルミサッシ窓の全面更新、屋上床防水等の工事を行



い、ビル価値の維持とテナントへのサービス向上に繋げていく。 

 

Ⅲ．事務局計画 

 

１． 公益法人制度改革への対応 

平成２４年７月の移行申請を目標に、新法に基づく定款案の作成、新々会計基準の導

入、公益支出計画書を含む申請書類の準備等を行っていく、移行に当っては作業量が

膨大であり、専門知識も必要とするので外部専門家の助力を得ながら進めて行く。 

 

 

以上 



収　支　予　算　書
　　　　　　　　　　　　　　　　平成23年4月1日から平成24年3月31日まで

（単位：千円）
科　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増　　減 備　　　考

Ⅰ　事業活動収支の部
　１．事業活動収入
　　①基本財産運用収入
　　　・基本財産賃貸料収入 19,500 19,000 500 賃貸料収入の13%配賦

　　　・基本財産利息収入 500 500 0
　　②特定資産運用収入
　　　・特定資産利息収入 1,500 1,350 150
　　③事業収入
　　　・賃貸料収入 130,300 127,000 3,300 賃貸料収入の87%配賦

　　　・共用費収入 22,300 24,500 △ 2,200
　　④寄付金収入
　　　・論文奨励賞基金収入 0 0 0
　　⑤雑収入
　　　・受取利息収入 30 200 △ 170
　　　・雑収入 1,000 1,000 0 会議室料、他

　　⑥他会計からの繰入金収入
　　　・寄附金収入 24,000 23,000 1,000
　　　・繰入金収入 2,000 2,000 0
　　　　　事業活動収入計 201,130 198,550 2,580
　２．事業活動支出
　　①事業費支出
　　　・会館運営事業費 121,610 110,428 11,182
　　　・論文表彰等事業費 20,150 19,123 1,027
　　　　　事業費支出計 141,760 129,551 12,209
　　②管理費支出　　 14,750 15,669 △ 919
　　③他会計への繰入金支出
　　　・寄附金支出 24,000 23,000 1,000
　　　・繰入金支出 2,000 2,000 0
　　④法人税住民税等 3,500 10,000 △ 6,500
　　　　　事業活動支出計 186,010 180,220 5,790
　　　　　事業活動収支差額 15,120 18,330 △ 3,210
Ⅱ　投資活動の部
　１．投資活動収入
　　①特定資産取崩収入 0 0 0
　　②預り敷金受入収入 0 0 0
　　　　　投資活動収入計　　　 0 0 0
　２．投資活動支出
　　①特定資産取得支出
　基本財産建物減価償却引当資産支出 1,500 1,570 △ 70
　　退職給付引当資産取得支出 1,500 1,500 0
    建物改修積立預金 0 0 0
　　預り敷金積立預金 10,000 10,000 0
　　②固定資産取得支出 6,000 18,000 △ 12,000
　　　　　投資活動支出計　　　 19,000 31,070 △ 12,070
　　　　　投資活動収支差額 △ 19,000 △ 31,070 12,070
Ⅲ　財務活動収支の部
　　　　　財務活動収支差額 0 0 0
Ⅳ　予備費支出 3,000 3,000 0
　　　　　当期収支差額 △ 6,880 △ 15,740 8,860
　　　　　前期繰越収支差額 97,240 90,376 6,864
　　　　　次期繰越収支差額 90,360 74,636 15,724
(注）１．この収支予算書は「新会計基準」の様式に基づき作成している。
　　 ２．借入金限度額　０円
　　 ３．債務負担額　　 ０円



(単位：千円）

科　　　　目 予　算　額 前年度予算額 増　　減 備　　考

会館運営事業費 121,610 110,428 11,182

　給料手当支出 12,840 12,720 120 総額（21,400）の60％配賦

　福利厚生費支出 1,860 1,818 42 総額（3,100）の60％配賦

　ビル管理委託費支出 42,000 42,000 0

　保守保全費支出 4,500 4,000 500 冷温水ポンプオーバーホール

　修繕費支出 28,000 17,000 11,000 アルミサッシ窓更新・他

　光熱水料費支出 9,000 9,000 0

　備品費支出 1,000 1,000 0

　消耗品費支出 400 400 0

　保険料支出 460 440 20

　租税公課支出 20,000 20,000 0

　会費支出 50 50 0

　雑支出 1,500 2,000 △ 500

論文表彰等事業費 20,150 19,123 1,027

　給料手当支出 2,140 2,120 20 総額（21,400）の10％配賦

　福利厚生費支出 310 303 7 総額（3,100）の10％配賦

　論文表彰費支出 8,500 8,500 0

　講演会費支出 1,000 1,000 0

　寄附金支出 1,800 800 1,000 ＷＣＯＳ寄付金(1,000千円）

　助成金支出 4,000 4,000 0

　共催金支出 1,000 1,000 0

　研究会支出 1,000 1,000 0

　会費支出 300 300 0

　雑支出 100 100 0

管　　理　　費 14,750 15,669 △ 919

　給料手当支出 6,420 6,360 60 総額（21,400）の30％配賦

　福利厚生費支出 930 909 21 総額（3,100）の30％配賦

　交際費支出 2,000 2,000 0 中元・歳暮・他

　会議費支出 300 300 0

　交通費支出 800 800 0

　通信費支出 500 500 0

　保守保全費支出 300 300 0

　備品費支出 500 500 0

　消耗品費支出 300 300 0

　印刷製本費支出 500 500 0

　会費支出 200 200 0

　雑支出 2,000 3,000 △ 1,000 公益法人制度改革対応費用・他

合　　　計 156,510 145,220 11,290

（平成23年4月1日～平成24年3月31日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　支出科目内訳表



（単位：千円）

科　　　　　　目 一般会計 特別会計 内部取引消去 合　　　計

Ⅰ　事業活動収支の部

　１．事業活動収入

　　  　基本財産運用収入 500 19,500 20,000

　　　　特定資産運用収入 500 1,000 1,500

　　　　事業収入 152,600 152,600

　　　　寄付金収入 0

　　　　受取利息収入 15 15 30

　　　　雑収入 1,000 1,000

　　　　他会計からの寄附金収入 24,000 △ 24,000 0

　　　　　　　〃　　　　繰入金収入 2,000 △ 2,000 0

　　　　　　事業活動収入計 25,015 176,115 △ 26,000 175,130

　２．事業活動支出

　　　　事業費支出 22,582 119,178 141,760

　　　　管理費支出 295 14,455 14,750

　　　　他会計への寄附金支出 24,000 △ 24,000 0

　　　　　　　〃　　　繰入金支出 2,000 △ 2,000 0

　　　　法人税住民税等 3,500 3,500

　　　　　　事業活動支出計 24,877 161,133 △ 26,000 160,010

　　　　　　事業活動収支差額 138 14,982 0 15,120

Ⅱ　投資活動収支の部

　１．投資活動収入

　　　　特定資産取崩収入 0 0 0 0

　　　　預り敷金受入収入 0 0 0 0

　　　　　　投資活動収入計 0 0 0 0

　２．投資活動支出

　　　　特定資産取得支出 1,500 11,500 0 13,000
    (基本財産建物減価償却引当資産取得） （1,500）

　 （退職給与引当資産取得） （1,500）

　 （預り敷金引当資産取得） （10,000）

　　　　固定資産取得支出 0 6,000 0 6,000

　　　　　　投資活動支出計 1,500 17,500 0 19,000

　　　　　　投資活動収支差額 △ 1,500 △ 17,500 0 △ 19,000

Ⅲ　財務活動収支の部

財務活動収支差額 0 0 0 0

Ⅳ　予備費支出 1,000 2,000 0 3,000

　　　　　　当期収支差額 △ 2,362 △ 4,518 0 △ 6,880

前期繰越収支差額 41,444 55,796 0 97,240

次期繰越収支差額 39,082 51,278 0 90,360

平成23年4月1日から平成24年3月31日まで

収　支　予　算　総　括　表

  


